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協同組合の発展と存立の可能性

一国際的比較分析を中心にー

飯島源次郎
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1 .序言

18世紀後半より自然発生的に誕生をみた世界の協同組合は，その後幾多の

変遷を経ながら今日みられるような発展を遂げてきたことは周知のところで

ある。

しかし国際的にみた協同組合の発展態様は多種多様であり，その国の政治，

経済，社会体制のちがいによって協同組合の発生年次，組織形態，機能態様

などに至るまでまことに千差万別である。

現在では世界169か国のうち76か国がICA(国際協同組合同盟)に加盟し，

4年ごとに国際大会を開催して当面する重要課題について討議し，その国際

的提携の強化と発展に努力している。 1992年にはアジア地域では初めての第

30回東京大会を開催の予定であり，協同組合存立の危機的認識を踏まえて協

同組合の基本的価値を主要テーマに討議される予定になっている。

とくに近年における国際社会の激動の中で，協同組合の組織・機能はもと

よりその存在価値すら間われかねない現状を考えるとき，はたして協同組合
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は社会経済構造の基本的構成単位のーっとして今後どのような役割をもちう

るのかが課題としてクローズアッフされるところである。その意味からも世

界の協同組合は株式会社化の方向も含めて今や一大転換期に直面していると

いっても過言ではないであろう。

以上のような現状認識に立って今後の協同組合存立の可能性を探求する一

つの手がかりとして，これまでの協同組合の歴史的展開を国際的に比較検討

し且つ経済組織体としての基本的性格をもっ協同組合がー固ないし所属大陸

別な経済発展とどのような関連をもっているかを分析し，それらの結果を踏

まえながら今後における協同組合存立の可能性を考察しようとするものであ

る。

2.協同組合の史的展開とその特質

(1 ) 初発協同組合の国際的特質

世界で初めて協同組合が誕生してから約250年になるが，その背景には単

なる協同思想から協同組合思想への前進がある。一般に協同思想は，ギルド

に代表される都市の相互扶助組織に端を発するものとすれば8-9世紀にさ

かのぼるが，協同組合思想へと前進をみたのは17世紀に入ってからである。

その先駆者としてはウインスタイリ(Winstanley， G. 1609-?英)およびロ

パート・オーエン(Rovert Owen， 1771-1858，英)などを筆頭に18世紀か

ら19・20世紀へと継承・発展してきたところである。その聞に日本をはじめ

世界各国に著名な協同組合運動家が多数輩出していることは周知の通りであ

る。

かくして人間社会の競争に対峠する概念としての単なる協同思想から，共

同組織体としての協同組合思想への発展と進み，その具体化のために協同組

合運動が展開されて多くの国々で協同組合組織の結成が図られて今日に至っ

たとみてよい。

そこで注目したいのは，世界における協同組合の初発段階にどのような特

色がみられるかということである。具体的には国別，年代別，業種別および

地球を基盤にした展開方向がどうかである。

図Iによれば，歴史的に最古の協同組合として誕生したと考えられるのは，

1746年スイスのチューリヒに設立された農民救済のための今日でいう農協組
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図1 初発協同組合の年次別・業種別国際比較(88ヵ国)

資料新版協同組合事典J1986年、 「世界の協同組合J1972年、 Reviewof International Co-operation 
1971-1989， Year Book of Agricultural Co-operation 1940-1988などにより作成
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織であったといえる。続いて1769年にはイギリス. 1780年にギリシヤ，

1789年にはカナダに協同組合組織が誕生した。すでに18世紀中葉から後半

にかけて 4か国に誕生，その中でイギリスのフェンウイック織物工組合が今

日的にはいわゆる生活協同組合の端緒的形態である点を除けば，他はいずれ

も信用や加工・販売を主体とした農協の性格をもっていたといえる。

もちろん，これらの初発協同組合が当初は経済的弱者の自己防衛的な相互

扶助組織として形成されたとしても，これが永続的に継承発展したケースは

殆んど稀れである。この点は日本の事例も同じである。

初発協同組合の誕生によってこれが刺戟剤となりその後多様な協同組合の

形成へと進むのが一般的な傾向といえるが，その年代間隔，業種別形態など

はそれぞれ国によって異なっている。また国によって政治・経済体制のちが

いや法治国としての成熟段階もちがうため，初発時点で直ちに協同組合法と

いう形での独自の立法化が実施されるケースは極く少数であり，このような

ケースは植民地国にたまに見られるケースといってよい。したがって国に

よっては協同組合の立法化が先行するケースもないわけではないが，日本の

事例でも明らかなように初発段階から約20年余り遅れた1900年に産業組合

法が制定されたのと同じようなケースが多い。なおこの点に関しては特定国

を除けば国別の立法化過程に関する研究資料が不足のための未整理で，マク

ロ分析による結論を出すに至ってない。ただ一部の先進国や第2次大戦後の

独立国，社会主義移行固または戦前の植民地国では立法化が先行するかまた

はかなり協同組合の組織化と立法化の間隔は短いようにおもわれる。

なお.20年ごとに時期区分された図Iはそれぞれ棒グラフの下から上にゆ

くほど年次は新しくなるが，過去240年間にわたる協同組合の初発状況から

指摘できる特質は次の通りである。

① 分析対象となった89か国の中，いわゆる今日でいう農協を初発とする

国が58か国で66%を占めている。これは資本主義経済の発展過程や土地所有

制度などとの関連で産業構造的には第1次産業である農業・農民の経済的貧

困に由来する自己防衛手段的性格をもった農協の優位性が十分肯定されると

ころである。

② 年代別には1840年代以降に協同組合の初発的形成が顕著となるが，協

同組合思想の発展や1844年に 1ポンドずつの28人の出資によって設立され

4 
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たイギリスのロッチデール公正開招者協同組合(Rochdale Pioneer Society ) 

などが近代的協同組合の形成誘因となったことは周知のところである。とく

に1900年代初期の世界恐慌を契機に初発的協同組合の形成が多くの国々で顕

著となるが，この時期は協同組合運動の展開ならびに立法化が急速に進展し

たといえる。

③ 年代別にみると次第に協同組合組織の形成にも多様化がみられ， 1800 

年代の中葉ならびに1900年代の中葉を中心に第 2，第 3次産業の発展や都市

化の進展と相まって，国によっては農協に先がけて消費生協や信用組合が初

発形態となっていることが注目に値する。

④ また経済発展段階との関連では， 1900年以前の初発国としては，英，

米，仏，独，日をはじめとする先進国の外，北欧や東欧と並んでかつての先

進国の植民地国がこれに含まれているのが特色といえよう。

⑤ 1900年以降の初発国の特徴は，かなりの独立国を含むとはいえ，概し

て第2次大戦前の植民地国が多いように見受けられる。協同組合も時には宗

主国にとって植民地支配の重要な手段であったり， 1950年以降は東西ドイ

ツ，南北朝鮮など分断国家の誕生による協同組合の体制変化やアフリカ地域

における独立国家の誕生などによる協同組合の初発的形成が大きく関連して

いるとみられる。

(2) 協同組合発展の特質

これまでの分析結果を踏まえて世界における協同組合発展の特徴を指摘す

るならば次のようになるであろう。

まず第1点としては，世界における協同組合の歴史的形成はその初発段階

から約250年に及んでいるとはいえ，その存在形態はまことに多種多様であ

り，その後の発展についても国によってかなりの符余曲折があることを指摘

しておきたい。しかし地球を基盤にしてみた初発協同組合の移動方向からす

ると，スイス，イギリスを起点にカナダ，アメリカへと西方への移動と，南

から北への方向に移動したと見受けられないこともない。しかし19世紀後半

になるとその発展の方向はつかみにくいといわざるをえないのである。

第2点としては，世界における協同組合の発展には大別にして三つの山が

ある。これは国際的な経済発展と無縁ではない。その第 Iの山は1800年代の

中葉，第 2の山は1900年代の初期，そして第 3の山は1900年代の中葉である。
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協同組合をとりまく経済環境からすれば，その時期は資本主義の勃興期，世

界恐慌期，オイルショックによる世界経済の長期停滞期がこれに該当してい

るように考えられる。その周期はまさに50-60年位であり，景気変動におけ

るコンドラチェフの波(Kondratieff Wave )の60年周期説と略々一致してい

る。

第3点としては，協同組合の歴史的形成とその発展は，世界各国における

特殊事情を捨象すればおおむね世界経済の動向と強い相関々係があるという

ことである。この点に関しては諸外国でも日本でもマクロ的分析がないので

十分明らかにされていない。

各国における協同組合の発展についての叙述的研究についてはそれなりに

多いが，統一的経済指標にもとずく比較分析は皆無に近い。

したがって，本来三つの顔(組織体，経営体，運動体)をもっといわれる

協同組合を経済事業体としての側面から一国の経済発展との関係をみる場

合，どのように把えるべきかが問題である。

第4点は，これまで協同組合は経済発展とのかかわりの中で，時には守り，

時には攻めの態勢でそれなりに大きな役割を果してきたと考えられるが，昨

今は資本主義国，社会主義国のいずれを問わず，国際社会の激動の下で第4

の山にさしかかっているといっても過言ではない。政治・経済体制のいかん

によってこれまでは協同組合の存立条件に大きなちがいがみられたが，予期

せぬ東欧の民主化運動を契機に21世紀へ向けての展望が不透明になりかけて

いる。この場合はたして協同組合発展の選択肢はあるのかないのか。あると

すればどういう前進の方向なのかが間われるわけである。この点を探ぐる一

つの手がかりとして，まず経済発展と協同組合との関係についてマクロ的分

析を試みてみる必要があるのではなかろうかということである。

3.経済発展と協同組合存立の意義

(1) ICAの結成と協同組合の国際的発展

1895年， 14か国35名の関係者によって ICAがロンドンにおいて結成され

てから今年で95年目にあたるが，その14か国とは次の国々である。すなわち，

イギリス，フランス，イタリア，ベルギー，オランダ，スイス，セルピア，

オーストリア・ハンガリー，デンマーク，ロシア，アメリカ合衆国，オース

6 
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トラリア，インド，アルゼンチンである。協同組合発展の先進国である日本

もその時から約30年ほど遅れはしたが， 1927年に全国農協中央会が ICAに

加入している。しかし戦争拡大とともに1940年に脱退， 1949年に復帰を経

て1952年には日本生協連，全指連が ICAに加盟し，現在では圏内 9団体が

加盟という経過を辿っている。

いずれにせよ，現在の ICA加盟国の地域別 5分類(アフリカ，南北アメ

リカ，アジア，オーストラリア・オセアニア，ヨーロッノ¥)からすれば，ア

フリカ地域だけが ICAの創設に参加していないことになる。これも当時の

アフリカ大陸の植民地支配状況などから考えて当然といえる。したがって

ICA結成参加国は当時としては経済的先進国であり，協同組合の形成面でも

先進国であったと位置づけられるのである o この点でも協同組合の発展は経

済発展とは深い相関々係があったと言わざるを得ないのである。

現在 (1989年) ICAには世界の76か国が加盟し，独立国の45%を占めて

いる。加盟国の加入団体数は総計192の国内協同組合団体で，その傘下には

6億 2千559万人の協同組合員が所属している。これは世界総人口の12.4%

にあたる。この外に ICA加盟団体として10の国際機関が含まれていること

も協同組合組織の外延的拡大を考える上で重要な要素となりうることを付記

しておきたい。

ICAも結成後いろんな好余曲折はあったが，現在の加盟国数では結成時

の約5.4倍に増大している。その詳しい経過については省略するが.1989年

のICA年報から計測した大陸地域別加入国比率および協同組合加入率の分

布は，表1の通りである。

ICA加盟率の最も高いのはヨーロッパ地域の81.3%で，次いでアジア地

域の57.9%.第 3位がアフリカ地域の33.3%.第4位が南北アメリカ地域

の25.7%と次第に低下し，最低はオーストラリア・オセアニア地域の15.4%

となっている。

ヨーロッパ地域は協同組合の歴史の古さと経済発展段階の先進性からみて

第1位にあるのは十分理解できるが，アフリカ地域が第3位にあるのは第2

次大戦後の国家の独立とそれに伴う協同組合化への志向の結果といえる。と

くにアフリカの後進的な経済発展段階からすれば，政治・経済体制として旧

社会主義であれ自由資本主義であれ経済社会システムとしての協同組合のも

7 
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つ意義は大きく，その有効性も十分期待されるところに第3位を占める根拠

があると考えられる。

また国民の協同組合加入率およびその分布でみると，ヨーロッパ地域が

トップで平均が22.5%，その分布でも20-30%が10か国を占めている。し

かしその他の地域では ICA加盟率と協同組合加入率とは必ずしも併行せず，

アジア地域が第4位，アフリカ地域が第 5位と最低である。したがってアジ

ア，アフリカ地域では日本などの特定国を除けば，協同組合の役割は組織的

にも機能的にもまだ初期的段階にあるといわざるをえない。さらにその実態

を考察するため，総人口に対する協同組合加入率の上位3か国を地域別に示

したのが表1の下段である。

世界の国々は大別すると三つの国家群に分けられる。① 資本主義を土台

表 ICA加盟国の現況(1989年)

地織別
アフリカ 南北アメリカア 'J 

アオストラリア
ヨーロッパ 計

項目 オセアーァ

独立国数 51国 35 38 13 32 169 

概

ICA加盟国数 17国 9 22 2 26 76 

況

1 C A加盟率 33.3 % 25.7 57.9 15.4 81. 3 45.0 

一1.0% 6国 l国 z国 国 l国 10国

協

同 1.1-10.0 8 2 12 l 5 28 

組
ムロ 10.1-20.。 3 4 3 3 12 

nu 
入 20.1-30.0 l 1 l 10 13 

'" 別 30.1-40.0 4 2 6 

nu 40.1-50.0 l 2 3 

盟

国 50.1-60.0 1 

分

布 60.1-70.0 1 

協組加入率平均 4.49 % 14.64 % 11.97 % 14.45 % 22.50 % 12.45 % 

協 1 ガF ンピアカ ナ ダ日 本オーストラリア Jレーマニア ルーマニア (65.3%)

同
組 上位 2 ケ アアメリカ イスラエル スウェーデン スウェーデン(54.6)

合加

入 3 セネカi Jレ アルゼンチン パキスタン ハンガリー ハンiiリー (44.2) 

率

顧 1 ルワンダ メキシコ イエメン フイージー オランダ ルワンダ (0.02)
位

別下位 2 リベリア ブラジルシ ') ア 西ドイツ ')ベリア (0.04)

国

名 3 マ リチ リー ヨルダン ユーゴスラピア マ リ (0.05)

資料 r1 CAのAnnualReport 1888 -1989J及び「世界の国の一覧表J1989年版の資料を使っ
て作成した。
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とした自由国家群 ② 共産主義的計画経済を土台とした社会主義国家群

③ 上記①と②のいずれにも属さない第 3国としてのいわゆる非同盟国家群

がすなわちこれである。第3世界または第 3固と称される国の政治・経済体

制は①と②のどちらかに傾斜しているケースが多く，イデオロギー的にはそ

れなりの独自性はあっても経済体制としての独自性は薄いと考えざるをえな

し可。

しかし今，東欧，東独を主体とした世界の自由化の大きな波動の中で，将

来的には協同組合の存立条件に大きな変化が予想される。現段階ではカナダ，

アメリカ，日本が上位にあるのは肯定できるが，ヨーロッパの東欧・北欧が

高いのと，オランダ，西ドイツおよび南欧諸国が低いのが注目される。逆に

下位国についてはそれなりに一応肯けるが，全体的にみた場合，経済発展と

協同組合との関係をどう判断したらいいか大いに興味と関心がそそられると

ころである。

(2) 経済発展と協同組合の役割

経済発展に対する協同組合の役割については積極的役割と消極的役割の存

在を考えられるが，一国の経済発展に対する役割としては，協同組合の対応

いかんによって積極的な攻めの役割と消極的な守りの役割が国により，時代

によって交錯してあらわれることが多い。

これらの点を解明する一つの手がかりとして各国の協同組合加入率と経済

発展の一指標としての人口 1人当り GNP (米ドル)との相関々係を示した

のが図Eである。

分析の手法としてはタイムシリーズ分析に依拠したいところだが，統計資

料の入手制限上止むを得ずクロスセクション分析によらざるを得なかった点

が悔やまれる点であるo

また ICA加盟76か国についても I人当り GNPが公表されていないため，

分析の対象国を64か国に制限せざるをえなかったし，それら GNP欠知国の

多くが社会主義国に多かったことを予め付記しておきたい。

図Eからは GNPと協同組合加入率との聞には一応の相闘があると観察さ

れるが 5地域における各国間格差がかなり大きいことが読みとれる。

さらに地域聞の平均値でみると，最低位のアフリカを起点にアジア，オセ

アニア，ヨーロッパと上位に位置している。南北アメリカだけがアジアの左

9 



(1987年)

1人当の

GNP 
(米ドル)

20，000 

18，000 

16，000 

14，000 

クウェイ卜• 西ドイツ。

北海道大学農経論叢第46集

スイス
@ 

アメリカ

耳

アイルランド ノJレウェー。。

デンマク。

フランス。

日本• !カナダ
フィンラント d 。ハ

ーオランダ
12，000寸。

オ}ストリア。

10，000 

8，000 

6，000 

イタリア イギリス。。

シンガポール• 

オーストラリア

回

@ヨーロッパ

スペイン。 ⑪オーストラリア

オセアニア

ギリシア

0 

イスラエル• 
4，000-1 
.南北アメリカ

Q:9 @アリア

• 。 X 
ボルトヌ『ル。
X ポーランド。

スリランカ ノ宅キスタン・.
20 30 40 

ノルウェ-
o 

50 

1:>.'アフリカ ・全平均 @ 

以南北アメリト多 @ 

.'アジア o 
図t オセアニア ・0 ⑪ 

0'ヨーロッパ ク ⑥ 

スウェーテ'ン。

60 70% 

図E 協同組合加入率とGNPとの相関 (64ヵ国)

(1989年)
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資料 国別総人口及び国民1人当りGNPは「世界の一覧表J1989年版を使用、協同組合加入率
はICAのAnnual Report 1988-1989の国別組合員数を使用して作成した。
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にシフトして特別の存在を示しているが，南北アメリカの構成国の現状から

みて肯定されるところである。また南北アメリカとアジアとの聞では，協同

組合加入率と GNPとの聞に地域の逆転がみられるが，これも両地域が発展

途上国を多くかかえている結果であり，その差の僅少性からみて大きな問題

，点とはならないであろう。

そこで協同組合の組織化がGNPからみた経済発展とどのような係わりを

もつのかを考察するため，協同組合加入率と GNPとの相関係数を計測した

のが表2である。

表2 1 C A加盟国の協同組合加入率とGNPの関係(1989年)

地場名
アブリカ 南北アメリカ ア

ン、， アオストフリア ヨーロッノf 計
項目 オセアーア

分析対象国政 17国 8 17 2 20 64 

平均組合加入率 4.5出 6.8 12.0 14.5 22.5 12.1 

平均 GN P 492米ドル 3，448 3，365 6，205 10，228 4，748 
ポツワナ アメリカ 日本 オストラリ 7 スイス スイス

GNP 
(1，030) (18，430) (15，770) (10，9∞) (21，250) (21，250) 

ルワンダ~ ジャマイカ(.960) バングラデ(lシ60ュ) フイージ(lー. トルコ バングラデilシ60ュ) 最少国
510) (J，200) 

加入率 :GNP
0.02378 0.60575 0.15682 0.04293 0.33504 

の相関係数

資料:表1の資料に閉じ。

注)GNPに関しては ICA加盟国のうち主として社会主義国についての統計がないので76か
国のうち64か国に限定した。

その結果，全地域の聞では南北アメリカがもっとも高い相闘を示し，他地

域は予想以上に低い相関となっている。それだけ経済発展に対する協同組合

の役割が複雑多様であることを物語るものといえるし，各国の実態からも十

分に理解できる点である。

たとえば協同組合加入率がそれほど高くないがGNPの高い国としてはス

イス，アメリカ，ノルウェ一，アイスランドなどが注目に値するし，逆に協

同組合加入率は比較的高いが. GNPの低いノルウェー，パキスタン，ポー

ランド，スリランカなどがある。

さらに各地域別でみると，アフリカは組合加入率も GNPも共に低く最下

位にあるのに対し，次いで南北アメリカ，アジア，オーストラリア・オセア

ニア，ヨーロッパのI1買に，組合加入率が高まるにつれて GNPも上昇してい

る。したがってこの限りでは，経済発展に対する協同組合の果す役割は重要

なものと判断してよい。

11 
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しかしこれまでの考察からも明らかなように協同組合加入率が低くとも

GNPの高い国があったり，その逆もまた真であることから考えると両者の

関係は単純に割切れないことも事実といえよう。この点特に低開発固ないし

発展途上国においては，協同組合の組織化が必らずしも生産性の向上に直結

していないことの証左でもあろう。

ここで再認識を迫られるのは，協同組合がもっている組織体，経営体，運

動体としての三つの顔がそれぞれの国情によって発揮される顔に複雑なちが

いがあるという点である。そこで問題になるのは各国における協同組合の存

立構造がどうなっているかという点である。

ICA加盟国の協同組合の業種別能様は産業構造の変化に対応しながらそ

の構成も変化しているように受けとめられる。近年では消費生活の向上が目

につくが，その背景にはいろんな要素がからむので単純に割切れない面があ

る。農協の相対的低下にしても低開発国における農協組織化が進展すれば，

ICA加盟国であるかぎりその相対的比重が変化するわけである。

いずれにせよ， ICAの1989年報によれば，その業種別構成は次の如くで

ある。農業関係の34.6%を最高に，信用 (27.3%)消費 (9.4%)住宅 (9.4%)， 

工業 (7.3%)漁業 (2.1%)その他 (9.7%)の構成となっている。日本に

おける協同組合の存立構造と世界のそれとはかなりのちがいがあることを示

しているといえよう。

また ICA加盟国に限定しでも，各国における協同組合の存立構造に複雑

な差異があるけれども，ここで注目されるのは ICAに加盟している各国の

加盟母体がどうなっているかという点である。これを地域別にその分布を示

したのが表3である。

全体的には76か国の192団体がICAの加盟母体となっているが，国によっ

て加盟母体数にかなり大きな差があるということが問題である。 ICAには

各国の加盟母体の外に，たとえばパグダッ卜にある14か国構成のアラブ協同

組合連合会など10の国際機関が別途加盟組織となっていることは前に付記し

た通りである。

まず表3から指摘できることは，① 加盟母体が1組織となっている国が

約54%と高いこと。② 日本，インド，アルゼンチンの 9組織，マレーシア

の8組織など多数加盟母体国がアジア，アフリカに偏在していること。③

12 
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表3 1 C A加盟国別加入組織の現況(1989年)

地域別 オ ス卜フリア
加入 アフリカ 南北アメリカ ア ン、 ア ヨーロッ 1< 計
組織数 オセアニア

1 組織 13国 (13)組織 6 ( 6) 12 (12) l ( 1) 9 ( 9) 41 (41) 

2 2 ( 4) 2 ( 4) 4 ( 8) I ( 2) 9 (18) 

3 1 ( 3) 2 ( 6) 3 ( 9) 6 (18) 

4 1 ( 4) 4 (16) 5 (20) 

5 1 ( 5) 7 (35) 8 (40) 

6 l ( 6) 1 ( 6) 

7 2 (14) 2 (14) 

8 ( 8) 1 ( 8) 

9 1 ( 9) 2 (18) 3 (27) 

計 17 (25) 9 (19) 22 (56) 2 ( 3) 26 (89) 76 (192) 

l 国当り
1. 47 2.11 2.55 1. 50 3.42 2.53 

平均加入組織数

資料["1 C AのAnnualReport 1988 -89 Jの資料から作成した。

一国当り平均加盟母体の地域順位がヨーロッパ，アジア，南北アメリカ，オ

セアニア，アフリカの順となり，これは初発段階の差や民主化段階の差を示

すものではないかということ。④ 自由国家群のアメリカでも加盟母体は l

つというような例外はあるが，全体を通じてみると計画経済を根幹とした 1

党支配体制の社会主義国家群において単一加入母体国が支配的に多いことな

どである。

これまでの分析結果から経済発展と協同組合の役割については，例外国も

あるとはいえ一応経済発展に対する協同組合の大きな役割を無視できないと

言えよう。しかもその役割は経済発展に応じて変化することも不可避である。

いみじくも F.テンニース(Fedinand Toru討es，1855-1936， ドイツ)が1887

年出版の「共同社会と利益社会」で指摘したように，家族や部落といった土

地所有を基盤に成立している共同体的社会段階の協同組合から，個人主体の

利害関係を基本に契約によって集団を形成する自由でかつ資本法則が支配す

る利益社会段階で、の協同組合へと新たな対応変化を迫られてきたのが協同組

合発展の歴史だったといえよう。また1912年の F.テンニースの付言では，

協同組合は共同社会的な経済原理が利益社会的な生活条件に適合した形態で

あると協同組合を規定し，その成立を追認することとなったが，現在でも協

同組合の存立基盤が地域により国によってちがうとすれば，現存する協同組

13 
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合の存立の意義と役割もまた，その国の政治・経済体制や経済発展段階およ

び法治国としての成熟度によっても当然ちがってくるといわざるをえないの

である。

4.協同組合発展の多様性

(1) 初発協同組合と経済成長段階

経済発展問題を考える場合にその概念規定が一応問題となるが，ここでは

国際的共通概念として量的側面で把握され，使われている経済成長との関連

で協同組合との関連を考察してみたい。

そこで問題にしたのは，各国の経済成長段階にとって初発協同組合の位置

づけがどう把握されるか。また各国の協同組合が自国の経済成長過程におい

てどのような意義と役割をもちえたであろうかという点である。

ロストウ(W. W. Rostow)はその著「経済成長の諸段階」において伝統

的社会段階，離陸準備段階，離陸段階，成熟段階，大衆消費段階の 5つの段

階に経済成長段階を区分したが，そのうちの 3段階すなわち離陸，成熟，大

衆消費段階の各国別段階図に図Iの初発協同組合を追加図示したのが図皿で

ある。

これによれば，いずれの国も離陸段階にかなり先立つて協同組合が初発し

ているのが共通的特徴といえる。また伝統的社会段階または離陸準備段階の

いずれかの段階あたりに協同組合の初発があったと考えるのが対象14か国に

ついては妥当的であるが，これも ICA加盟76か国すべてについては不明で

ある。また国によっては経済発展の諸段階を確認するだけの統計分析資料が

ないことは十分考えられよう。図Eでは協同組合の初発期と経済の離陸期が

接近しているのはフランス， ドイツ，日本の 3か国であり，その期間が短い

ということは経済発展に対する協同組合の役割も大きかったのではないかと

考えられないこともない。他方その間隔が60年以上もはなれているのはカナ

ダ，オーストラリア， トルコである。このように各国の経済成長段階に大き

な格差が存在しているとすれば，たとえ協同組合がその先行条件としての共

通の性格はもっとしても，協同組合が過去における経済成長の強力な担い手

であったとその役割を過大視するのは危険であるし，反対に過少評価するの

もまた問題があると考えられる。各国における個別格差の存在を十分認識し

14 



協同組合の発展と存立の可能性

• 
アメリカ

ドイツ

日本

カナダ

オーストラリア

トjレコ

シ

国
キメ
中

川

川

口

」
一
¥

• ν…
w
 

r
K
L
A
 

M
・

刈
¥

¥

 

k

k

 

合

費
組

消

同

l

l

l
衆

協

陸

熟

大

槻

離

成

融

.

問

アルゼンチン

1780年 1800 1820 1840 1860 1880 1900 1920 1940 1959 

園田 各国の初発協同組合と経済成長段階の相関 (14ヵ国)

注)ロストウ著、木村、久保、村上共訳「経済成長の諸段階JP15を引用し、その図に
本論文の図Iの各国別初発協同組合を.印で表したもの。

ておきたいところである。

(2) 協同組合の発展類型とその多様性

協同組合の形成発展について250年間の歴史を通観したとき，どのように

その発展を類型化できるであろうか。そもそも発展とは動的概念であって量

的，質的両面を含むものであり，いわゆる量的把握の成長概念ではない。ま

た質的側面を多分にもつ進歩の概念ともちがうものとして把握されるのが発

展の概念である。

したがってここではまだ全く試論の域を出るものではないが，協同組合を

いろいろ多角的側面から一定の分類基準によって類型化し，その一般的な変
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化の動向をもって協同組合の発展類型と定義しておきたい。その意味ではか

なり多様性と複合性をもっていることだけは確かであり，その一端にふれて

北海道大学農経論叢

みたい。

その分類基準別に幾つかを例示すると次の知くである。

l 後進国型¥}
I .~-~__-)}発展途上国型

経済発展段階別{'"中進国型そ)

l 、先進国型〆

これはS字型の成長曲線に即してその国の経済発展段階を三つに分けて

みた場合でありこれまでの分析では凡そ次のように表示できるのではなかろ

① 

協同組合組織率

経済発展段階と協同組合の相関

先進国中進国後進国

経
済
成
長
率

うか。

図町

第2次大戦後よく使われた後進国，中進国，先進国という三つの分類は，

後進国という表規は不敬にあたるとして今では発展途上国と先進国の二分類

法が国際的に使用されるようになっているが，昭和30年代後半の日本をはじ

め，アジアでは韓国，台湾，シンガポールなどが今や中進国段階に入ったと

認識されるようになったが，離陸段階から成熟段階への移行過程として中進

国段階が存在すると考えた場合この段階に該当する国があると認識すること

は間違いない。

その点ではヨーロッパはすでに先進国段階にあると見なした場合，日本を

除くアフリカおよびアジアは後進国段階にあるといえるし，先進国段階にあ

16 
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る南アメリカ及びオーストラリアを除くオセアニアはその中間に位置すると

いうよりは後進国段階にあるといってよい。その意味ではやはり地域別より

国別にその段階をそれぞれ設定するのが好ましいし，一口に一国の協同組合

といっても多種多様であるのでここでは大胆にその格付をすることを避けて

おきたい。

次によく用いられる分類基準としては，協同組合の目的である。

f l'シングル型、 ( Single-purpose Co-op. Type ) 
② 目的別 1r -) 

l、マルチ型"( Muti-purpose Co-op. Type ) 

これも国によって業種によってちがうが，たとえば日本の農協のように多

種事業を兼営できる総合農協がマルチ・タイフで専門農協はシングル・タイ

プ，漁協はシングルとマルチ，生協はシングル・タイプというようにどこの

国もかなり複雑な態様をとっている。イギリスの農協は一般的には単営とさ

れているが，現地調査の結果3-4種の兼営農協もあることを知った。した

がってその是非善悪の点について単純に結論を導くことは危険であるが，総

じて先進ヨーロッパ及びアメリカなどはシングル・タイプの協同組合が主流

である。その国の経済システムによって規制されているといわざるをえない。

しかし後進国段階にある第1次産業部門では日本もかつてそうであったよう

に経営と家計の未分化状況の下ではマルチ・タイフの有効性が高いといわざ

るをえない。

次は協同組合の果す役割によって次の分類が考えられる。

{ 11組織体型¥

③ 協同組合性格別{!経営体型i

1、運動体型

これも国によって，また同じ国でも協同組合の種類や発展状況によってち

がうが，初期的段階や後進国段階では経済的弱者の自己防衛組織体としての

性格が強く前面に出てくる。それと同時併行的に運動体的性格も強まるが，

一定の経済発展段階において非営利・最大奉仕の組織体ながら自由主義社会

の株式会社と同様にその自立のために経営体的性格が強められる。したがっ

て協同組合はその三面体的性格の強弱をその成長発展段階に呼応しながら発

揮してきたと見ることができるし，日本の各種協同組合もその例外ではない。

ただし，結論的にはこの三面体的機能の均衡ある発展が望ましいことはいう
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までもない。

次は誰が協同組合を組織するかという主体による分類である。

f "生産者型¥¥

④ 組織主体別{[労働者型そ i
1、消費者型)/

この点については広く知られているので多言を要しないが，生産者として

は農・林・水・畜産業者および.中ノトの鉱工業生産者などが主体であるのに対

し，労働者は国営と民間のいかんを問わず被雇用者を主体と考えてよい。一

般に貧富の差を問わない消費者については説明は不要であろう。初発協同組

合としては一般的に農協がその主流を占めるが，都市化が先行した地域では

今日でいう消費者協同組合が初発形態となる場合もあるし，労働者の生産協

同組合が先行する場合もある。したがって国や地方と都市，産業の発展構造

によってちがうので単純に結論づけることはかなり困難な一面があるといえ

る。

i 第 1次産業型、 (生産主導型)

⑤ 業種・業態別{ 第2次産業型f(加工・販売主導型)

1 第3次産業型J (信用・共済・サービス主導型)

これについて産業構造やリーダーの存在知何によって協同組合の形成され

る時期や業種に特徴が出てくる。しかしおおむね第1次から第2次，第 3次

産業部門へと展開されていくのが大勢を占めているといえる。

また似た一面をもった基準としては物流に即した分類も可態である。

f "生産型、、

⑥ 物流別{I流通型4ノ
l¥消費型d

さらにその取り組み方によっては

i 積極型・自由型・努力型・自主独立型

⑦ 組織対応別{ ↑↓ ↓↑ ↓↑ ↓↑ 

1 消極型・受動型・怠慢型・保護育成型

などもあげることができる。これも国毎に多様な存在形態となっているので

国毎の端的な分類は危険である o かつてイギリスの農協調査で感銘したこと

は「政府は金も出さなくてよいから口も出すな」という農民・農協関係者が

18 
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私に言った言葉である。当時の日本の農協とはまさに反対でその自主独立ぶ

りに共鳴した経験がある。これも国情のちがいや協同組合をとりまく時代的，

農民的認識の差によるものだろうが，逆に同じイギリスの生協で 5時の閉居

ベルと同時に写真フィルムの商談途中で明日にしてくれと言われた時は，協

同組合の最大奉仕観念の欠如に腹を立てたことがある。それほどに国や業種

や単協のいかんによって協同組合に対する認識のちがいを痛感させられたこ

とはない。

その外にも類型の基準として考えられることは多々あるが，最後に政治・

経済体制別な基準について指摘しておきたい。

(1'資本主義国型、

③ 政治・経済体制別~ ( I社会主義国型!I
1、第 3国型 r 

これも大別すれば資本主義と社会主義との政治・経済体制の相違に基本的

には由来するものであるが，見逃しえないのはいわゆる非同盟国といわれる

第 3世界の国々もまた両者とはちがうという点を指摘しておきたい。

それぞれ三つの分類に所属する国々の中にも結構大きなちがいはあるし，

そのちがいの由来は政治権力構造と産業経済構造にある。

自由と民主々義を標携する資本主義国の中でも法治国としての成熟度に

よって協同組合立法の時期と内容に差があるが，社会主義国であるソビエト

や中国の協同組合法に共通している点は，いずれも協同組合は経済組織体で

あると規定しながら，その前段に「政府と共産党指導の下に…jという規定

がついていることである。第3国は両陣営に入りたくないということで独自

の路線を貫く国家郡であるが，これらの国々も資本主義国寄りと社会主義国

寄りとがあって複維多様である。時代の変遷とともに協同組合をとりまく環

境も変化し， 1937年に制定された ICAの協同組合7原則も1966年には一部

修正して 6原則となり，今また ICAでは1992年の第30回東京大会において

協同組合の基本的価値を討議するために準備中である。その背景はここ数年

来世界の協同組合をとりまく環境が大きく変化しつつあることにある。しか

も1996年の ICA創立百周年記念の第31回ロンドン大会では今後合意される

であろう協同組合の基本的価値にもとずいて ICA原則の変更がおこなわれ

る可能性もあると予測される。その意味でも世界の協同組合は激動する世界
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情勢の中で存亡の危機に直面しており， 250年間の協同組合の生成発展の中

で第4の転換点にあると認識される o

しかもこれまでの歴史を考えるとき，協同組合は守りから攻めへ，そして

今また守りへと対応を余儀なくされ，これから攻めに転じ前進していくには

どうあるべきかがいま問われているといっても過言ではない。

それにつけても世界の注目を浴びている日本の協同組合の特徴点は二つあ

るo一つは1900年の産業組合法制定以来，多少の府余曲折はあったにせよ，

日本農協のピラミッド型事業2段・組織3段階制の発展の系譜とその要因は

何処にあるのかという点と，第2は日本の生協の第2次大戦後における異常

な発展ぷりの要因は何なのかという点である。第1の点は保護主体の政府主

導型とはいえこれまではマルチ・タイフの農協組織構造が大きな背景にあっ

たということ，また第2の点は世界の一般的兆候としては，生協ないし協同

組合一般が世界恐慌を契機に立法化による組織化が進み，主として守りの姿

勢に終始するか，国によっては発展の契機となるのが通例だが，第2次大戦

後の日本では日本経済の高度成長の中で景気上昇の局面において飛躍的発展

を示したばかりでなく，その後の不安定な景気の下降局面においても力強い

発展と伸びを今でも示しているのは何処にどんな要因があるのかということ

である。まさにヨーロッパの生協が不況をかこちながら閉屈ないし株式会社

化への道を辿る情況と比較しでも世界七不思議のーっといっても過言ではな

いような気もしないわけでもない。もちろん内部努力による所大とも言える

が，世界の研究者・関係者が注目しているのは全国の生協の60万を超える班

組織にあるとみられている点である。

しかし今日本における女性の職場進出の拡大基調と家庭生活の変容の中で

この班組織にかげりが見え出したともいえなくもない。その意味では戦後の

これまでの守りから攻めへ，そして常に攻めを認歌してきた生協も国際社会

環境の大きな変革の中で，今後とも攻めの態度が継続可能かどうか疑問なし

としない。行動方式はあくまでも攻めの態度をとりながらも，結果的にはそ

の生き残りをかけて守りの姿勢に転換を余儀なくされているように思えるの

である。したがってその活性化のためにも1980年10月ICA第27回モスクワ

大会のために準備された「西暦2，000年における協同組合Jは，われわれに

多くの刺戟と示唆を与えるものとして高く評価したいo
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5.結雷

世界の協同組合は今日大きな転換期に直面し現実にその姿を変えつつある

という認識の下に，世界の協同組合がいかに生成発展し，今日どのような現

状にあるかを主に経済発展との関連において考察してきた。そして今，協同

組合はどこにゆこうとしているのかを見定めるために ICAを中心に模索段

階に入っている現状をふまえながら，この研究の一つの結論としたい。

協同組合の初発段階から既に250年を経過した現在，協同組合思想面に限

らずその存在形態や構造も大きな変革を遂げてきたことは誰しも否定しない

だろう。そして国際的には大きな三つの山を経過して今日第4の転機にさし

かかっているとみた場合，その存在形態や構造も国によって千差万別であり，

その選択の方向もまた多様であるといえる。

しかし経済的，社会的システムとしての協同組合は， ICAの協同組合原

則に反映されているように非蛍利・最大奉仕と「一人は万人のために，万人

は一人のためにJをモットーに世界の協同組合は ICAに結集し，その前進

に努力してきたのである。

その点では協同組合の本質は国際的に共通でもその存立条件によって果す

機能はちがっているのが現状である。そのような状況の中でレイドロ一報告

では社会の経済構成単位のーっとして協同組合組織を位置づけ，①公的セク

ター ②私的セクター ③協同組合セクターは今後の世界の殆んどの国々に

おける現実的で正常な整理の仕方であると考えるとしている。しかも協同組

合セクターの視点は「公的，私的セクターおよび協同組合セクターのどれを

とっても，単独では，現在までのところ，全ての経済問題を解決し，完全な

社会秩序をととのえることはできなかったし，どの二つをとっても同様で

あった。三者が一緒に並んで活動し，相互に補完することによって，人間の

カで可能な最良のものを達成しえよう」と要約されるとしている。この視点

においては国際的な協同組合発展の歴史的考察からみて基本的に認めるもの

であるが，将来に対するその具体的選択は多種多様であり，第4のセクター

というべきものが存在可能かどうかも一つの問題ではないかとも考えられ

る。

いずれにせよ，すくなくとも過去と現在の国際社会の中で果してきた協同
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組合の大きな役割は否定しえないだろうし，今後も重要な役割を果していこ

うとすれば激動社会の中で協同組合の存立条件も変化し，変質しつつある協

同組合の存在を考え合せると，今こそ協同組合の基本的価値を抜本的に検討

してみる必要があるように考えられる。その意味では1992年の ICA第30回

東京大会での成果に期待するところ大であるといわざるをえない。
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